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大阪府庁POS 手数料額\16,000-

旅行業（旅サ手数料）


　新規登録申請書（１）
	受付印
	


	大阪府知事　登録　　旅行サービス手配業　　　　第　　　　　　　　　号



	ふりがな
	　　　おおさか

	氏　　　　名

（法人にあってはその名称）
	株式会社大阪

	ふりがな
	　　　　　おおさか　たろう

	代表者の氏名

（法人の場合のみ）
	代表取締役　大阪　太郎

	ふりがな
	おおさかし　すみのえく　なんこうきた

	住　　　　所

（法人にあってはその所在地）
	大阪市住之江区南港北一丁目14番16号

	ふりがな
	おおさかりょこう

	商号
	大阪旅行手配



	ふりがな
	ほんしゃえいぎょうしょ
	ふりがな
	おおさかしすみのえくなんこうきた

	主たる営業所の名称
	本社営業所

	主たる営業所の所在地
	大阪市住之江区南港北一丁目14番16号37階

	
令和元年11月11日　　

大阪府知事様
　

　旅行業法第二十三条の規定による新規登録の申請をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。


申請者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　


新規登録申請書（２）
（その他の営業所）
	営業所の名称
	所在地

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


宣誓書

私儀、（法人名）　　株式会社大阪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者　役職・氏名）　代表取締役　大阪　太郎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
は、旅行サービス手配業登録申請に伴う必要書類、定款（又は寄付行為）及び登記簿の記載事項「目的」に不備があることを認め、令和元年１２月３１日までに、速やかに訂正することを宣誓します。
訂正前　：　旅行業法に基づく旅行業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
訂正後　：　旅行業法に基づく旅行サービス手配業
法人住所：大阪市住之江区南港北一丁目14番16号
法人名：　株式会社大阪
代表者氏名：　代表取締役　大阪　太郎　　　
宣誓書
※本人自署のこと（押印不要）

　　年　　月　　日
大阪府知事　様

住所
氏名
生年月日 　　　　年　　 月　　 日生
わたくしは次の事項に該当していないことを宣誓いたします。

１．旅行業法第１９条の規定により旅行業若しくは旅行業者代理業の登録を取り消され、又は第３７条の規定により旅行サービス手配業の登録を取り消され、その取消しの日から５年を経過していない者（当該登録を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しに係る聴聞の期日及び場所の公示の日前６０日以内に当該法人の役員であった者で、当該取消しの日から５年を経過していないものを含む。）
２．拘禁刑以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終り、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過していない者

３．暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。）

４．申請前５年以内に旅行業務又は旅行サービス手配業務に関し不正な行為をした者
５．営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号のいずれかに該当するもの
６．旅行業法第６条第１項第６号において規定する、心身の故障により旅行業、旅行業者代理業を適正に遂行することができない者として国土交通省令で定めるもの若しくは旅行業法第26条第1項第3号において規定する、心身の故障により旅行サービス手配業を適正に遂行することができない者として国土交通省令で定めるもの又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
７．暴力団員等がその事業活動を支配する者
第３号様式
旅行サービス手配業務に係る事業の計画（１）

１　氏名又は名称及び住所

　　氏名又は名称：　　株式会社大阪（本社営業所）　　　　　　　　　　　　　　
　　主たる営業所の住所：　〒559-8555 大阪市住之江区南港北一丁目14番16号37階　 　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　TEL: 06-6210-××××　　FAX: 06-6941-××××      　　

２　事業の沿革

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　平成元年4月1日 　法人設立し、旅行雑誌の出版事業を開始。 　　　　　　　　
　　平成25年4月1日 　事業拡大に伴い、1,000万円の増資。　　　　　　　　 　 　

　　令和元年11月11日　旅行出版業にて得た情報やノウハウを用いて、　　　　　　
　　　　　　　　　　次年度から旅行サービス手配業を開始予定。　　　　　　　
　　　　　　　　　　新規登録申請を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


３　主たる株主（株式会社のみ）

	株　　主　　名
	株数
	構成比
	会　社　と　の　関　係

	１．大阪　太郎
	　 250株
	　　50％
	代表取締役

	２. 梅田　花子
	　 250株
	50％
	取締役

	３．
	　　　株
	　　　％
	

	４．
	　　　株
	　　　％
	

	５．
	　　　株
	　　　％
	

	６．
	　　　株
	　　　％
	

	７．
	　　　株
	　　　％
	

	小　　　　計
	　500株
	　100％
	

	発行済株式総数
	　 500株
	　 100％
	


旅行サービス手配業務に係る事業の計画（２）
４　兼業の有無　

　　①　　　出版業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　②　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　③　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　④　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　⑤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

５　従業員数等

　　　　常勤役員数　４　人

　　　　　内　旅行サービス手配業実施部門担当役員数　１　人　　　　　　

内　旅行サービス手配業務取扱管理者有資格者　　

内　総合旅行業務取扱管理者試験合格者　０　人

　　　　　　　　　国内旅行業務取扱管理者試験合格者　０　人

　　　　　　　　　旅行サービス手配業務管理者研修修了者　０　人
　　　　全従業員数（役員は除く）　２０　人

　　　　　内　旅行サービス手配業実施部門担当従業員数　２　人　　　　　　

内　旅行サービス手配業務取扱管理者有資格者　　
内　総合旅行業務取扱管理者試験合格者　１　人

　　　　　　　　　国内旅行業務取扱管理者試験合格者　０　人

　　　旅行サービス手配業務管理者研修修了者　１　人
　６　旅行サービス手配業務の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　旅行会社からの依頼を受けて、ホテル・旅館の手配を行う。　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

旅行サービス手配業務に係る事業の計画（３）
７　主な旅行業者等・旅行サービス手配業者との契約状況

	提　携　業　者　名
	所　　在　　地

	〇〇〇〇株式会社
株式会社〇〇〇

	東京都××区××〇丁目×－×
（観光庁長官登録旅行業第xxxx号）
大阪府××市××〇丁目×－××－×号室
　　　　　　　（大阪府知事登録旅行業第２－xxxx号）


※契約する旅行業者等又は旅行サービス手配業者が無い場合は提携業者名に｢（予定）｣と

　付記すること。

※｢旅行業者等｣は、外国の法令に準拠して外国において旅行業を営む者を含む。

※日本における旅行業者等又は旅行サービス手配業者については登録番号を提携業者名に付記すること。
	旅行サービス手配業務にかかる組織の概要

代表取締役

　　　　大阪　太郎

　　　　　　　　　　　　 　□河内　良子
■難波　次郎
　□印は選任した旅行サービス手配業務取扱管理者

■印は旅行サービス手配業務取扱管理者研修課程修了者
※印は選任した総合旅行業務取扱管理者

＊印は総合旅行業務取扱管理者の有資格者

☆印は選任した国内旅行業務取扱管理者

◎印は国内旅行業務取扱管理者の有資格者


旅行サービス手配業務取扱管理者選任一覧表

	営業所の

名称
	選　　任取扱管理者名
	生年月日
	現　　住　　所
	資格
	
合格、認定又は修了番号
	営業所に

おける地位

（職位）

	
	
	
	
	総合
	国内
	手配
	合格

番号
	認定

番号
	修了

番号
	

	本社営業所
	河内　良子
	H50.5.5
	八尾市××町○○－△
	
	
	〇
	
	
	XXXX
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	事故処理体制表

	
	担当区分
	氏名
	平日の連絡先
	夜間及び日・祝・

祭日の連絡先

	社内の連絡・責任体制
	総括責任者

渉外担当責任者

旅客家族担当責任者
	大阪　太郎

河内　良子


	℡　06-6210-××××
06-6210-××××

	℡ 090-1111-××××
090-2222-××××


	外部との連絡体制
	外務省領事局
	海外邦人安全課
	直通（03）5501－8160

FAX（03）5501－8156
	TEL（03）3580－3311

[海外安全相談センター]

直通（03）5501－8162

	
	
	邦人テロ対策室
	直通（03）5501－8165

FAX（03）5501－8163
	

	
	大阪府府民文化部

都市魅力創造局
	企画・観光課
	TEL（06）6210－9313

FAX（06）6210－9316
	TEL（06）6210－9313

FAX（06）6210－9316

	
	[全旅協会員のみ]

（一社）全国旅行業協会
	大阪府支部
	TEL（06）6641－8008


	

	
	[日旅協会員のみ]

（一社）日本旅行業協会
	関西事務局
	TEL（06）6635－3080


	


記入例（青字部分）


旅行サービス手配業の新規登録


主たる営業所の所在地：大阪市


法人または個人：法人





手数料は、旅行業窓口にて申請


書類のチェックを受けた後に、


手数料納付窓口にて納付して下さい。





旅行サービス手配業において使用する商号です（通称可）。なお、ネット検索等により商号が他の旅行サービス手配業者等と重複がないようにご注意下さい。





法人の場合は登記簿の記載のとおり、個人の場合は住民票の記載のとおりに記入して下さい。


（“○丁目○番○号”と正確に記入）














フロアや部屋番号まで記入して下さい。





申請日を記入して下さい。


（申請日となる来庁日時は事前に電話予約が必要です）





株式会社大阪


代表取締役　大阪　太郎





申請書及び添付書類の記載内容が事実に相違ないことを宣誓するものです。





例）大手前営業所





例）〒540-XXXX　大阪市中央区大手前×-××-202号室





申請書（２）は、主たる営業所


以外に営業所を置く場合のみ、


提出が必要です。所在地は、フロアや部屋番号まで記入して下さい。





定款・登記事項の訂正を要する場合に提出します。なお、定款・登記の目的欄の記載する内容は、申請する業種のみとして下さい。





やむを得ない場合を除き、原則、次回株主総会の開催時までに訂正して下さい。








本人が記入した日付を記入して下さい。





法人の場合は、監査役を含み、全役員分が必要です。個人の場合は、代表者（本人）分が必要です。


いずれも本人自署で、原本を提出して下さい。





主たる営業所の情報を記入して下さい。





有限会社（特例有限会社）の場合も記入して下さい。





《参考　旅行サービス手配業について》


報酬を得て、旅行業を営む者のため、一定の行為（※）を行う事業。


 


　※以下の事項が該当します。


　　また、これらに付随してチケットやレストラン等の手配を行う場合も


あります。


 　・運送（鉄道、バス等）又は宿泊（ホテル、旅館等）の手配


 　・全国通訳案内士又は地域通訳案内士以外の者による有償による


通訳案内の手配


   ・輸出物品販売所（消費税免税店）における物品販売の手配


 





登記簿に名前があがっていても、


非常勤役員の場合はカウントに含みません。





「旅行業務にかかる


組織の概要」に


記入する人数と一致します。





「旅行業務に係る事業の計画（３）」に記入する内容と一致します。実施予定の旅行サービス手配業務について具体的に記入して下さい。





※契約する旅行業者等を記入して下さい。


　その他、手配する宿泊施設やバス会社等と提携している場合は、


記入して下さい。


　





常勤役員　　　　１名


従業員　　　　　２名


　計　　　　　　３名





手配担当





申請書（１）の主たる営業所


の名称や申請書（２）の営業


所の名称と一致します。





旅行サービス手配業務取扱管理者


本人の自宅住所を記入して下さい。





勤務する営業所の電話番号を記入して下さい。





個人の携帯電話番号等を記載して下さい。








